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分割出願戦略の活発化を踏まえた評釈 
対象論説 分割出願の活用事例についての検討 

2026 年 9 月 13 日 

GPT-6 Astra 

本論説は、分割出願に関係する権利行使事件を調査し、親出願と分割出願の請求項の相違を訴訟上

の争点に結び付けて検討したものである。その意義は、分割出願を用いて権利範囲を調整する具体的

な方法と、その方法が有効に働く条件を、実際の紛争から読み取れるようにした点にある。分割出願

戦略が活発化するという視点に立つと、本論説は、出願時に確定しない事業上の需要を、その後に得

られる市場・競合・審査・訴訟の情報を踏まえて特許群に反映する実務を示す資料として、高く評価

できる。⁠[1] 

もっとも、掲載事例が示す戦略上の有用性と、分割出願を行えば権利行使の成功率が高まるという

因果関係は、区別する必要がある。本評釈では、分割出願の活発化を本論説が示す動向として受け止

めつつ、事例から得られる実務上の示唆、統計の射程、法的な限界を検討する。結論を先に述べれば、

分割出願の価値は、出願件数の増加それ自体よりも、当初の開示を基礎として、権利範囲・有効性・

立証可能性・権利化時期を継続的に組み合わせる選択肢を確保するところにある。 

本論説によれば、2023 年の特許出願全体に占める分割出願の割合は 12.4％であり、2021 年以降、

件数・割合とも増加傾向にある。⁠[1]（29 頁）ただし、この数値は本論説が参照した時点の動向であり、

2026 年までの増加を別途実証するものではない。戦略の活発化を論じる際には、過去の統計によって

確認できる増加と、事例から推察される戦略的利用の広がりを分けて記述することが適切である。 

分割出願に戦略的な価値が生じる背景には、先願の地位を確保するために早期の出願が求められる

一方、競合製品の具体的な構成、事業化の方向、拒絶理由、相手方の非侵害主張などは、その後に明

らかになるという時間差がある。分割出願は、この時間差に対応するための法的な手段となる。ただ

し、後から得た情報を踏まえて自由に発明を追加できるわけではない。出願日の遡及を受けるには分

割の要件を満たす必要があり、当初の明細書等の開示が、後続の権利設計の基礎となる。⁠[2]⁠[3] 

本論説の第一の貢献は、分割出願の活用を、単に請求項を広げるという一方向の操作として捉えて

いないことである。特定の限定を外して対象製品を取り込みながら、別の限定を加えて有効性を確保

する場合もあれば、立証しやすい構成へ権利の着眼点を移す場合もある。そこで、本文中の事例を、

権利設計の目的に応じて整理すると、次のようになる。⁠[1]（32～36 頁） 
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表 1 掲載事例から読み取れる分割出願の役割 

権利設計の目的 本論説の事例 評釈上の示唆 

競合製品に対応する

範囲の調整 

No.12 LED 
LED の平面配列に関する限定を

外した請求項 

対象製品を捉える工夫と、特許全体の有効性を分けて評

価する。この事例では別の理由による無効判断にも注意

を要する。 

有効性と対象製品へ

の適合の両立 

No.15 発泡性組成物 
一部成分を必須とせず、他の成

分を限定 

広げる部分と狭める部分を組み合わせ、事業上意味のあ

る範囲を確保する。 

侵害立証を見据えた

請求項の選択 
No.11 薬剤分包装置 
磁石の配置等に着目した請求項 

使用態様や情報利用の立証負担を考慮し、製品から確認

できる構成を権利化する。 

権利化時期の調整 
No.4 マッサージ機 
早期審査を利用した分割出願が

親出願より先に登録 

親出願の審査・審判の進行と、直ちに必要な権利の取得

を組み合わせる。 

 
この整理から得られる実務上の示唆は、最も広い請求項だけを追求するのではなく、特許群の中で

各権利に役割を持たせることである。広い範囲を主張する権利、無効理由に耐えるために対象を絞っ

た権利、侵害の事実を把握しやすい権利は、事業上異なる働きをする。分割出願の件数を増やしても、

それぞれが同じ弱点を抱え、同じ対象にしか及ばなければ、追加の費用に見合う効果は限られる。 

また、No.8 のコンピュータシステムおよびプログラムの事例では、先行する訴訟における相手方の

主張と、その後の分割出願の請求項との対応が検討されている。訴訟から得た情報を後続出願に反映

するという読み方は、分割出願戦略の活発化を理解するうえで示唆に富む。ただし、請求項と対象製

品・訴訟経過との対応から出願人の意図を推察することと、実際の意思決定を立証することは異なる。

本論説が推測として述べる部分は、評釈においてもその留保を維持すべきである。⁠[1]（34～35 頁） 

権利化時期の選択も、戦略の一部として位置付けられる。本論説の早期審査の事例が示すように、

分割出願を用いて、必要な権利を先に成立させることができる場合がある。他方、特許庁には、所定

の条件を満たす、原出願が審判係属中の分割出願について、申請により審査を中止する運用があり、

令和 6 年 4 月からは中止期間の終了前に申請に基づいて審査を再開できる。⁠[4] これは原出願の審判結

果を踏まえて後続の審査に対応する選択肢であり、市場の変化を待つために無条件で審査を留保でき

る制度として理解すべきではない。早期取得と審査時期の調整を、個別の事業上の必要性に照らして

使い分ける発想が求められる。 

分割出願戦略が広がるほど、最初の明細書の記載が持つ価値は大きくなる。後に役立つ請求項の種

類や組合せを確保するには、出願時点で、構成の選択肢、その組合せを基礎付ける記載、技術的な作

用や課題との関係を整えておく必要がある。広い概念を列挙するだけでは、後に選択した構成によっ

て課題を解決できることまで当然に裏付けられるわけではない。分割出願の選択肢は、当初の開示の

質に依存する。 

この点で、分割の適法性とサポート要件は、関連するが異なる審査事項である。分割出願の内容が

当初の開示に収まるかという問題と、請求された発明の範囲について、明細書の記載や出願時の技術
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常識から課題を解決できると認められるかという問題は、別々に検討しなければならない。⁠[2]⁠[3]⁠[5] 
また、分割の要件を欠いて出願日の遡及が認められない場合、そのこと自体を直ちに特許無効と同視

するのは正確でない。遡及を失った結果、親出願の公開等が先行技術となり、新規性・進歩性などの

判断に影響するという法的な経路を区別して理解する必要がある。 

No.2 の HFO-1234yf や No.10 のドットパターンの事例は、こうした限界を具体化している。本論説

によれば、HFO-1234yf 事件の控訴審では、分割の適法性にかかわらずサポート要件違反が問題となっ

た。明細書に成分や構成が記載されていることから、後に選択したあらゆる組合せについて、特許が

有効であるとの結論は導けない。⁠[1]（36 頁）もっとも、分割後の発明が解決する課題を、親出願で最

も強調された課題と常に同一にする必要があるわけでもない。明細書・図面の全体と出願時の技術常

識に照らして、請求された発明が支持されているかを検討するという判断枠組みが重要となる。⁠[5] 

統計面では、本論説は 2019 年 1 月 1 日から 2024 年 4 月 17 日までに公表された特許権関係の裁判

例 447 件を調査し、権利行使に関する判決 339 件のうち 117 件を分割出願に関係するものとしている。

侵害認容の比較では、表 2 の数値を示している。⁠[1]（30～31 頁）分割出願に関係する権利が、権利行

使の場面で相応の比重を占めていることを可視化した点は、本論説の実証的な貢献である。 

表 2 本論説が報告する侵害認容割合 

本論説の区分 侵害認容件数／比較対象件数 侵害認容割合 

分割出願に関係する事件 51／97 52.6％ 

通常出願に関係する事件 57／185 30.8％ 
 

注 本論説の集計値を転載した。百分率は小数第 2 位を四捨五入。調査全体の件数と侵害認容比較の対象件数は一致しない。

⁠[1]（30～31 頁、注 5） 

上記の割合の差は約 21.8 ポイントであり、観察された差としては大きい。しかし、この比較から、

分割出願を実施すること自体が侵害認容の確率を高めたと結論付けることはできない。重要な技術や

有力な対象製品がある案件ほど分割出願と訴訟の双方が選択される可能性があり、出願人の資源、明

細書の質、対象製品に関する情報量なども結果に影響し得る。また、公表裁判例を対象とする以上、

和解で終結した案件や訴訟に至らない交渉成果は、この比較に直接現れない。 

本論説の注 5 は、調査期間内に一審判決と控訴審判決が存在する場合、控訴審判決の結果のみを集

計するとしており、同一事件の審級による重複に配慮している。この点は評価すべきである。そのう

えで、分割出願に関係する事件には親出願に基づく特許の権利行使も含まれるため、数値は分割によ

って成立した特許のみの成績とは解せない。複数特許が主張された事件、請求の一部が認められた事

件、同一特許群に関する別訴などの扱いも、因果関係を検討するには重要となる。今後の検証では、

集計単位と評価対象となった権利を対応させ、技術分野や出願人属性などを考慮した比較が望まれる。

⁠[1]（30～31 頁、注 5） 

同様に、権利行使判決 339 件中の 117 件という割合と、2023 年の出願件数に占める 12.4％を直接

比較して、分割出願は通常出願より何倍も訴訟に利用されやすいと評価することも適切でない。前者

には過去の異なる年に出願された権利が含まれ、親出願に基づく特許も数えられるのに対し、後者は
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単年度の出願件数の割合だからである。さらに、本文で詳述された 16 事例は、実務上の知見を得られ

る事例を選んだものであり、活用手法の理解には有効でも、分割出願全体の成功率を代表する標本で

はない。注 6 が、最終的な権利行使の成否とは別に有益な工夫を取り上げる趣旨を示している点も、

事例の読み方として重視したい。⁠[1]（31～32 頁、注 6） 

法的な説明として補充を要するのは、No.6 のエクオール事件を踏まえた特許法 104 条の議論である。

本論説は、製造方法の発明について、生成物を対象製品に近い範囲まで特定する工夫を論じる。⁠[1]（3
6 頁）侵害の立証を見据えて請求項を設計するという着眼は有益であるが、同条の適用要件と、相手

方による反証の難易を分けて論じる必要がある。 

特許法 104 条は、物を生産する方法の特許に関し、その物が特許出願前に日本国内で公然知られた

物でないとき、同一の物はその方法によって生産されたものと推定する規定である。⁠[2] 別の製法が少

ないこと自体は、条文上の適用要件ではない。生成物の特定を精密にすることは、出願前の国内公知

性や被告製品との同一性を検討するうえで意味を持ち得るが、それだけで推定の適用が確保されるわ

けではない。被告が実際には異なる方法で生産したと反証できるかという問題は、推定適用後の別の

検討事項となる。 

エクオール事件の控訴審は、所定量のオルニチン及びエクオールを含有する粉末状の発酵生成物に

ついて、優先日前の日本国内における公知性を検討し、同条の推定を適用したうえで、その推定を覆

す反証の成否を判断している。⁠[6] この判決から導くべき実務上の示唆は、当初の開示によって支えら

れる生成物の特定、国内公知性と製品同一性の確認、実際の製造方法に関する反証への備えを、順序

立てて設計することである。生成物を限定することと、製造工程の要件を増やすことも区別する必要

がある。工程を過度に限定すれば、別工程への変更によって権利範囲を回避される可能性がある。 

個別記述では、No.5 の車両誘導システムに関する時系列に注意を要する。本論説 35 頁では、被告

システム 4 の使用開始を 2015 年 7 月、原告特許 1 の補正を 2017 年 2 月 10 日、原告特許 2 について

は補正日を 2014 年 11 月 26 日としながら、両特許の補正が被告システム 1～4 の使用開始前であると

の趣旨を述べている。本文記載の日付に照らす限り、原告特許 1 の補正はシステム 4 の使用開始後で

あり、この一括した説明とは整合しない。⁠[1]（35 頁）競合製品への対応を目的とする分割・補正だっ

たかを論じるには、特許ごと、システムごとに時系列を対応させる必要がある。これは論説全体の有

用性を損なうものではないが、戦略的意図に関する推論の根拠を明確にするため、補正又は注記が望

まれる箇所である。 

分割出願戦略の活発化は、競合企業による実施自由の調査、すなわち FTO にも影響する。登録済み

の請求項を回避できるという評価だけで将来のリスクが尽くされるとは限らず、関連する出願が係属

していれば、その当初の開示から、どのような後続の請求項が構成され得るかを検討する必要がある。

この点は、本論説の事例から導かれる評釈上の含意である。ただし、係属出願が存在するという事情

だけで高い侵害リスクを認定することも適切でない。当初の開示、特許性、想定される請求項と自社

製品との対応を、具体的に評価すべきである。 

分割の反復についても、利用の活発化から直ちに制度濫用という評価へ進むべきではない。知的財

産高等裁判所大合議令和 5 年 5 月 26 日判決は、同じ発明について分割出願を繰り返すこと自体を不
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適法とする規定は存在しない旨を述べ、当該事案における公序良俗違反の主張を退けている。⁠[7] もっ

とも、この判断は各分割出願の要件や新規性・進歩性等の審査を免除するものではない。原出願等と

同一の拒絶理由がある場合に関する特許法 50 条の 2 の仕組みも含め、個別の手続と実体要件を通じて

権利範囲が画される。⁠[2]⁠[3] 

制度の評価においては、出願人が当初開示した技術を適切に保護する利益と、第三者が将来の事業

活動を予測できる利益を、具体的な請求項と開示の対応に即して検討することが有益である。後続出

願が存在する以上は回避が不可能だとする見方も、既存の登録請求項を外せば以後は安全だとする見

方も、分割出願の機能と限界を十分に捉えない。分割出願の動向を追跡するだけでなく、実際に成立

し得る権利の範囲を評価することが、調査の中心となる。 

出願人側の管理でも、分割を行うかという入口の判断と、どこまで継続するかという判断を一体と

して扱う必要がある。追加の出願・審査・維持の費用に対して、対象市場の規模、競合製品を捉えら

れる見込み、有効性、立証の容易さ、権利の残存期間、競合の設計変更の可能性を比較することが望

ましい。これらは本論説の統計によって直接検証された成果指標ではなく、事例分析を企業実務に展

開するための評価軸である。分割件数だけを目標とする運用では、権利の重複や、事業上の役割が乏

しい出願の継続を招くおそれがある。 

今後の研究としては、訴訟に現れた事例に加え、分割を選択しなかった案件や、分割後に権利行使

を断念した案件を含めた比較があると、戦略の条件をより明確にできる。個々の特許群について、出

願・補正・製品発売・警告・訴訟の時系列を整理し、判断理由を把握できる資料と対応させることも

有用である。成功した請求項の形を紹介する段階から、どのような情報と制約の下で、その選択が合

理的だったのかを検証する段階へ進むことが期待される。 

以上から、本論説は、分割出願戦略の活発化を背景に、特許取得後の行使を見据えた権利設計の具

体像を示した実務的論説として評価できる。統計は戦略の有効性を考える手掛かりとなり、各事例は

権利範囲・有効性・立証可能性・時期の組合せを考える材料となる。その一方で、観察された認容割

合を因果的な効果と混同せず、当初開示とサポート要件の限界、特許法 104 条の適用構造、戦略的意

図の推認の根拠を明確にすることで、論説の説得力はさらに高まる。分割出願が活発になる局面で問

われるのは、件数を増やすこと以上に、何を開示し、どの権利を、いつ、どの事業目的のために成立

させるかという一貫した判断である。 



6 

参考文献 

文中の角括弧内の番号は、以下の文献番号に対応する。対象論説の頁は『パテント』誌の頁数、裁判例の頁は判決本文の頁

数を示す。ウェブ資料確認日：2026 年 9 月 13 日。 

⁠[1] 令和 6 年度特許委員会第 2 部会第 1 グループ（小林正和、本間恵、稲宮真衣子、加島広基、熊井寛、久松洋輔、

山本航介、徳山英浩、藤本賢佑、遠藤太介、片岡泰明）「分割出願の活用事例についての検討」『パテント』79
巻 7 号、日本弁理士会、2026 年 7 月、29–37 頁。 
https://jpaa-patent.info/patent/viewPdf/4850 

⁠[2] 特許法（昭和 34 年法律第 121 号）。本評釈の関連条文は第 17 条の 2、第 29 条、第 36 条第 6 項第 1 号、第 44
条、第 50 条の 2 及び第 104 条。e-Gov 法令検索。 
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121 

⁠[3] 特許庁『特許・実用新案審査基準』第 VI 部「特殊な出願」第 1 章「特許出願の分割」、第 1 節「特許出願の分割

の要件」、第 2 節「第 50 条の 2 の通知」。 
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/ht/06_0100.html 

⁠[4] 特許庁「原出願が審判係属中の分割出願に対する審査中止の運用について」。審査中止の対象及び申請に基づく

審査再開の運用を参照。 
https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/general/bunkatu-shutugan_chushi.html 

⁠[5] 特許庁『特許・実用新案審査基準』第 II 部「明細書及び特許請求の範囲」第 2 章「特許請求の範囲の記載要件」

第 2 節「サポート要件」。 
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/ht/02_0200.html 

⁠[6] 知的財産高等裁判所令和 4 年 2 月 9 日判決、令和 2 年（ネ）第 10059 号、特許権侵害差止請求控訴事件（エクオ

ール事件、特許第 6275313 号）。特許法 104 条に関する判断は判決本文 118–120 頁参照。 
https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-90953.pdf 
https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-point_pdf-90953.pdf 

⁠[7] 知的財産高等裁判所大合議令和 5 年 5 月 26 日判決、令和 4 年（ネ）第 10046 号、特許権侵害差止等請求控訴事

件（コメント配信システム事件）。分割出願の反復及び公序良俗に関する判断は判決本文 144–147 頁参照。 
https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-92146.pdf 

https://jpaa-patent.info/patent/viewPdf/4850
https://laws.e-gov.go.jp/law/334AC0000000121
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/ht/06_0100.html
https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/general/bunkatu-shutugan_chushi.html
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/ht/02_0200.html
https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-90953.pdf
https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-point_pdf-90953.pdf
https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-92146.pdf

